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軽水炉安全技術・人材ロードマップの対象となる技術領域と境界条件の 
考え方（案） 

 今般策定する軽水炉安全技術・人材ロードマップの検討に際し、 
① 軽水炉関連分野の周辺技術領域をどこまで対象とするのか 
② 境界条件としてどのような状況を想定するのか 

について、以下のように仮置きした上で、検討を進める。 

 ②については、政策方針等の前提が確定していない現段階において、あるべき姿を明確に描くことはできな
いため、今後のエネルギーミックス等の政策動向に合わせて適宜見直しを行う。 

※ 境界条件 ： 軽水炉分野の周辺領域としての核燃料サイクルや次世代炉等に関する社会的、技術的オプション（将来の核燃料サイクル利用の方向性や次世代炉オ
プションの優先度と燃料開発の方向性等）といった、周辺環境の条件を表すもの。 

① 軽水炉関連分野の周辺技術領域をどこまで対象とするのか 
• 軽水炉の安全性に対する国民の信頼を回復するため、既存の軽水炉の安全性向上に資する技術を本ロードマップの対象とする。
（軽水炉安全に特化した技術） 

• 軽水炉への適用が可能な革新的技術については検討対象に含めるが、核燃料サイクル及び第4世代炉以降への適用を主目的とす
る技術は対象外とする。（軽水炉安全に資する周辺技術） 

• 放射性廃棄物に関する研究開発については別途、政府、JAEA、NUMO、電中研その他研究機関等からなる「地層処分基盤研究開
発調整会議」において検討がなされていること、また、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に関するものについては別途ロード
マップが策定されていることから、対象外とする。（東京電力福島第一原子力発電所の廃炉から得られる知見を活用する軽水炉安全
対策の向上に資する取組については、当然、対象とする。） 

② 境界条件としてどのような状況を想定するのか 
以下の条件に適った別紙の通りの原子力利用を取り巻く状況を想定する。 
• 原子力発電所については、いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、原子力規制委員会により規制基準に適合すると認められ
た場合には、その判断を尊重し、再稼働を進める。 

• 原子力は安全性の確保を大前提に利用される重要なベースロード電源であるが、原発依存度については、可能な限り低減させる。 
• 米国や仏国等と国際協力を進めつつ、高速炉の研究開発に取り組む。 
• プルサーマルの推進、六ヶ所再処理工場の竣工、ＭＯＸ燃料加工工場の建設、むつ中間貯蔵施設の竣工等を進める。 
• 世界の原子力発電所の設備容量について、IAEAは2030年までに約10～90％、2050年までに約10～190％増加すると予測。IEAは

2040年までに約60％増加すると予測。（ともに2013年時点との比較） 
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原子力利用を取り巻く状況 （別紙） 
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2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2025 2030 2050

中間貯蔵施設

再処理

MOX燃料加工

高速炉の導入

電力システム改革

原子力

海外

原子力

核燃料サイクル

福島第一原子力発電所事故関係

新規制基準対応

気候変動関連

自主的安全性向上の取組

廃炉

エネルギー基本計画

国内

新規制基準施行（2013年7月8日）

東電福島第一原子力発電所事故（2011月3月11日）

燃料デブリ取り出し

廃止措置終了

むつ中間貯蔵施設の竣工

六ヶ所MOX燃料加工工場の竣工

広域系統運用機関設立

小売全面自由化

送配電部門の法的分離

高速炉の実用化

京都議定書第二約束期間
温室効果ガス排出量

・ 世界：半減

・ 先進国：80%以上削減

六ヶ所再処理工場の竣工

高速炉の実用化

再稼働

廃炉

安全性向上評価

COP21（2015年末）までに約束草案を提出

世界の原発の設備容量は、2030年までに約10～90％、2050年までに約10～190％増加（IAEA）、2040年までに約60％増加（IEA）

原子力安全推進協会（JANSI）設立（2012年11月15日）

原子力の自主的・継続的な安全性向上に向けた提言（2014年5月30日）

原子力リスク研究センター（NRRC）設立（2014年10月1日）

適切なリスクガバナンスの枠組みの構築

第4次エネルギー基本計画（2014年4月11日）

中長期（今後20年程度）のエネルギー需給構造を視野に入れたエネルギー政策の方針


